
運輸業の発達と経済サービス化について

近 昭 夫

要 約

運輸・通信業は第三次産業の部門として扱われ, その拡張・発展は, 経済のサー

ビス化を推進する契機の一つとして論じられてきた｡ しかし, ｢全国純流動調査｣

(国土交通省) の結果に明示されているように, 輸送重量からみたわが国の純物

流の約�割は製造業―製造業間の物流であり, 約�割は製造業―建設業間の物

流である｡ すなわち, 国民経済的に見て生産部門内での物流が日本の物流全体の

過半を占めている｡ 産業連関表データによって全国の取引額でみても, 運輸業,

通信・放送業の取引額において生産財取引の占める割合はそれぞれ近年では約�

割弱, 約�割を占めている｡ したがって, 運輸・通信業の一定部分は生産部門内

部での物流を担っているものと考えられる｡ それゆえ, 運輸・通信業の拡張・発

展を単純に経済のサービス化を推進する契機とのみ考えることはできないであろ

う｡

はじめに

経済のサービス化は, 一般に国民経済における第三次産業のウェイトの増大として捉えられ

ている｡ ｢標準産業分類｣ (総務省, 平成��年�月改訂) の大分類でいうと, サービス業, 卸

売・小売業, 飲食店, 宿泊業, 金融・保険, 不動産業, 等と並んで運輸業, 情報通信業も第三

次産業に含められている｡�)

わたくしは以前に, 製造業における分業の深化により従来製造業の一部であったものが独立

した企業となったためにサービス産業に分類されるものがあることや, アウトソーシング (外

注化)の進展等により発展した産業でサービス業に分類されているが社会的にみると, 実質的

―��―

�) 第三次産業には, この他に電気・ガス・熱供給・水道業, 医療, 福祉, 教育, 学習支援業, 複合サー

ビス事業, サービス業 (他に分類されないもの), 公務が含められる｡



には製造業の一部を分担している産業もあり, サービス業に分類されているが実際には生産活

動の一部を担っている産業のあることを指摘したことがある｡�) 本稿では, 日本におけるサー

ビス経済の研究の一環として, 運輸業においても同様の事情があることを具体的な統計データ

に基づいて示したい｡�) (｢標準産業分類｣ では����年の第��回改訂までは, 運輸業と通信業

は ｢運輸・通信業｣ と一括されており, 平成��年 [����年] 国勢調査, 平成��年 [����年]

｢事業所・企業統計調査｣ でも, 調査結果は ｢運輸・通信業｣ として公表されている｡ ここで

は運輸業と通信業を分けてみていくが, 運輸業を中心にして付随的に通信業についても見てい

くことにする｡)

以下, 主として����年代以降の時期について, �. 運輸業, 通信業の発展状況の概略を示し,

次いで�. 主として国土交通省 ｢全国貨物純流動調査｣ により産業間物流において, 輸送重量

からみて, 製造業―製造業流通のウェイトが非常に大きいことを示す｡ さらに, �. 産業連関

表データにより, 国内の総流通における生産部門間の流通の動向をみて, 運輸業において生産

的部門内部の取引が大きなウェイトを占めていることを示す｡

��運輸・通信業のウェイトの動向 (就業者数について)

はじめに, 就業者総数に対する運輸業・通信業の割合を見ておこう｡ 国勢調査によると, 運

輸業・通信業の就業者数と就業者総数および第三次産業に対するその割合は表�のようになる｡

運輸・通信業の就業者数は����年の���万人から����年の���万人に増加した (���	年の

数はまだ確定数ではない)が, その�割以上は運輸業の就業者である｡ 運輸・通信業の就業者

数の就業者総数に対する割合は各年約�％であり, 第三次産業の就業者数に対する割合, 近年

は��％前後で推移している｡

表�は, 総務省統計局 『事業所・企業統計調査報告』 により従業者総数と運輸・通信業の従

業者数を表している｡ (この調査は事業所を対象にしているため, 統計数字は国勢調査の結果

とは若干異なる｡) 従業者総数における運輸・通信業従業者の割合, 第三次産業従業者数にお

ける運輸・通信業従業者の割合も示している｡ この調査による運輸・通信業従業者数の割合は
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�) 近 昭夫 ｢日本経済のサービス化とその実態｣ (近昭夫・藤江正嗣編著 『日本経済の分析と統計』 北
海道大学図書刊行会, ����年, 第�章)を参照｡

�) 運輸, 運輸労働については, それが生産の延長であり, 空間的移動という生産的活動を行うもので
あると主張する議論があり, 多くの論議が交わされてきている (例えば, 大吹勝男 『流通費用とサー
ビスの理論』 梓出版社, ���	年, 第�章, 第�章を参照｡) が, ここではこの議論には関わらず, サー
ビス業に分類されている産業にも生産部面に関わるものがあることを示すだけにする｡



国勢調査における割合より若干小さくなっている｡ 運輸・通信業�従業者数の比率はほとんど

変化していないが, 運輸・通信業�第三次産業の比率は漸減の傾向にある｡

両表において, 旅客輸送業よりも貨物輸送業の方がはるかに大きな割合を占めているので,

以下では貨物輸送の実情を見ることにする｡

��貨物輸送の増大

�) 国内貨物輸送の概況

国内貨物輸送量は����年 (昭和��年)以降, 大きく増加した｡ 高度経済成長期以降の国内

貨物輸送の動向は, 『���� 日本物流年鑑』 (原データは, 国土交通省 『陸運統計要覧』 による)

では, 図�および図�のように示されている｡ 図�には����(昭和��年) から����年 (平成
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表� 運輸業 (小分類)就業者数の動向 (国勢調査)
���
�����

	 ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ����

�
�����
�����
�����
�	����
����
����
�����
���

� ������ ����� ����� ���	
 ����� ���	� ��
�� ��
�� �����

���������	
�� ����� ����� ��	�� ��	
� ���	� ����� ����	

������� ��	 ��� ��� ��� ��� ��� �	�

����������� 	�	 	�� 	�� 		� 	�� 	�� ���

����������� �	� ��� �
�		 �
��� �
��� �
	�� �
���

������� ��� ��� �	� ��� ��� ��� ��

��������� �� �� �� �� �� �� ��

������� 	� �� �	 �� ��� ��� ���

��	����� !"#$%&� �	� ��� ��� ��� ��� ��� ���

��	 �'� �� �� ��� ��� ���

��� ()*)���� !"#$%&� ��� �	� �	� ��� ���

����������
�	� ��
 ��� ��� ��� ��� �
� ���

����+,� ��� ��� ���

����-./0� ��� ��� ���

��� 12314-./0� ��� ��� ���

�567�-8�9:;�

��� ()*)-./0� �� �� ��

<�=> ��
�	� ��
��� ��
��� ��
��	 	�
	�� 	�
��� 	�
��� 	�
���

��/0�?<�=>��� 	�� 	�� 	�� 	�� 	�� 	�� 	�� ���

@ABC�<�=> ��
��� ��
��� ��
��� ��
��� �	
��� ��
	�� ��
	�� ��
���

��3/0�?@ABC� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ��� ����

DE������FGHIJKLM

N�����	O����	FPOQHRSTUV"M����	FWH�����	FP)RS�XYZL[\]^M

_�����	�`aLH�bRS)>c]defghLaVa)Q)Q(hi)j9k]^M

lm�nopqrst1uvwxyz{ |})�~��������	�

t�
��	1uvw �~����$� ���	 ����C������~��J[\3�lM



��年)までの輸送トン数を示している｡ この期間に輸送トン数は, ���億トンから����億トン

へ���倍に増加した｡ 図�には同じ期間における, 輸送トン数と輸送距離とを掛け合わせた輸

送トンキロの推移が示されている｡ 輸送トンキロは���億トンキロから�	�
�億キロトンへ

��
倍に増加した｡

図�の輸送トン数では, ���
年代から輸送方法としては自動車が圧倒的なウェイトを占め

ていた｡ 図�の輸送キロトンでは, ���
年代の半ばまでは鉄道のウェイトが大きかったが,

その後内陸海運の輸送トンキロが増加し, ���
年代半ばからは自動車の輸送トンキロが最も

大きくなったことが分かる｡ 図の元になった統計表から�年ごとの数字を拾い上げて表�に掲

げておく｡
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表� 産業 (小分類)別従業者数 (事業所・企業統計調査)
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注) � 国土交通省 ｢陸運統計要覧｣ による｡
� 昭和��年以前は軽自動車によるものは含まれない｡

出所)物流問題研究会監修 『���� 日本物流年鑑』 ぎょうせい ����年

図� 輸送トン数の推移
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注) � 国土交通省 ｢陸運統計要覧｣ による｡
� 昭和��年以前は軽自動車によるものは含まれない｡

出所)図�に同じ｡

図� 輸送トンキロの推移
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�) 全国貨物純流通量の動向 － ｢全国貨物純流動調査｣

上で見た貨物輸送量が, どのような産業間の物流であるかを知るために, 国土交通省 ｢全国

貨物純流動調査 (物流センサス)｣ のデータを見ることにしよう｡

はじめに, この調査の概要を見ておこう｡ 全国貨物純流動調査 (物流センサス) は, ｢総合

的な交通施設整備計画等の策定に資することを目的として, 貨物流動の実態を輸送需要者側から

捉え, 貨物の発信地, 産業活動との関連等を明らかにするために｣, ����年から�年毎に実施さ

れてきている｡ ����年 (平成��年)に第�回調査が行われた｡

・����������	 この調査でいう ｢純流動量｣ については図�のように説明されて

いる｡

例えば, 図�の	地から
地, �地を通って�地まで��トンの貨物を運ぶとして, ①	地

から
地までトラックによる��トンの輸送, ②
地から�地まで鉄道による��トンの輸送,

③�地から�地までトラックによる��トンの輸送, これらを合計した��トンが���
であ

る｡ これに対し, 	地から�地まで��トンの流動として捉えるのが���という見方である｡

その流動がどの輸送機関に依ったかは, 輸送距離の最も長い輸送機関 (代表輸送機関)によって

示されている｡

・�	��
���� この調査は貨物出荷量の多い鉱業, 製造業, 卸売業, 倉庫業を対象に

実施されている｡ また貨物流動を出荷地点単位で捉える目的から, 企業単位ではなく事業所単位

で実施されている｡ 調査対象とされる貨物は, 生産・仕入・販売活動等に伴い調査対象事業所に
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表� 輸送機関別国内貨物輸送ト数及び分担率
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出入荷される原材料, 製品, 商品, 廃棄物 (事業系一般廃棄物は除く)などの物資である｡ ただ

し, 連絡文書・カタログ等の書類, 空コンテナ, 空パレット等の返送・販売活動とは直接関連の

ない事務系の一般廃棄物等は調査対象外とされている｡

・｢����｣ と ｢�����｣ この調査では, 調査対象について ｢年間調査｣ と ｢�日間調

査｣ という�種類の調査が行われる｡

｢����｣ では, 年間の出入荷量輸送傾向を把握するために, 当該年度間�年間における品

類別出入荷重量, 輸送機関利用割合, 出荷先地域別重量割合, 月別出荷重量割合などが調査され

る｡ (����年 [平成��年] 調査では, 平成��年�月～��年�月までの平成��年度における貨

物輸送が調査された｡) これに対し ｢�����｣ では, より詳細な情報を得るために, 当該年度

の特定の�日間について (����年調査では, ��月�	日から��日まで)出荷�件ごとに品目, 荷

受人業種, 届出地, 重量, 輸送経路 (輸送機関, 利用施設), 出荷時刻, 所要時間, 輸送費用な

どが調査された｡ なお, 両調査とも母集団から一定数の事業所を抽出して行われている｡

(以上の説明については, 国土交通省 『全国貨物純流動調査 報告書』 平成�
年�月, の ｢調

査の概要｣ を参照｡)

｢年間調査｣ および ｢�日間調査｣ の結果は, 『全国貨物純流動調査報告書』 の ｢集計表｣ の

部にまとめて表示されている｡ これらの統計数字は ｢純流動量｣ の調査あるので, 図�, �お

よび表�の数字よりはるかに小さいが, 産業別の年間出荷量, 品類別年間出荷量, 代表輸送機

運輸業の発達と経済サービス化について
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図� 総流動量と純流動量の違い

③テレビ��トン

②テレビ��トン

①テレビ��トン

テレビ��トン

トラック

総流動

純流動

Ａ地
家電メーカー

Ｂ地
駅

Ｃ地
駅

Ｄ地
問屋

���� ����� ����

鉄 道

(例) 総流動……トラック��
, 鉄道��
, トラック��
の合計��
の総流動
純流動……メーカーから問屋まで��
の純流動

出所) 『数字でみる物流 ���	』 日本物流団体連合会, �
ページ｡

総流動量��トン



関別年間出荷量, 都道府県別年間出入荷量, 等が詳細に調べられおり, これらの統計データを

分析することによって貨物流動全体の特徴を知ることができる｡

｢集計表｣ に示されたデータにより, まず����年以降の各産業の年間出荷量とその構成比を

示すと, 表�のようになる｡ 各年, 出荷量 (重量) 全体の約�割を製造業が占めている｡ その

中でも, 窯業・土石製品 (ガラス製品, セメント・同製品, 陶磁器, レンガ, 等) の割合が最

も大きく, 化学, 石油製品, プラスチックス, 等がそれに次いでいる｡ 製造業に次いでウェイ

トが大きいのは卸売業であるが, ここでも建築材料, 鉱物・金属材料, 再生資源等が大きなウェ

イトを占めている｡ 表�のデータをグラフに表示すると, 図�のようになる｡

さて, ����年 (平成�	年)調査の
日間調査での産業業種間流動量のデータを整理すると,

表�のようになる｡ この表の流動量の数字は, 表側の鉱業, 製造業等 (発産業) から表頭の輸
・

送先の産業 (着産業) にどれだけの重量のものが輸送されたかを示している｡ 鉱業, 製造業,
・

卸売業, 倉庫業とも, 製造業と建設業へ輸送する割合が非常に大きいことが分かる｡ 特に製造

業発の輸送では, 製造業着が�	��％であり, 建設業着の輸送の
���％を合わせると	���％に

近 昭 夫
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表� 産業業種別年間出荷量の推移－重量－ (年間調査)
���������	
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なる｡ 鉱業でも, 建設業着と製造業着とを合わせると����％に達する｡ これらの業種着の割

合は卸売業でも大きく, これら二つの割合を合わせると����％に達している｡

製造業発―製造業着の物流には工場間の物流, 遠隔地にある工場間の物流が含まれている

ので, これらは国民経済的にみると, 生産的部門内での物流であると考えられる｡ また, 卸売

業においても, 製造業, 建設業という生産的部門の産業に向う物流が大きな割合を占めている

ことが分かる｡

運輸業の発達と経済サービス化について

―��―

図� 全国貨物産業別年間出荷量の推移 (年間調査)
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表� 産業業種間流動量－重量－ (平成��年調査) (�日間調査)
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�日間調査結果を, この間の流動量 (重量) 全体を�����として見たときに産業間の輸送の

割合がどうなるかを示したのが表�である｡ 全体の中で製造業は��％を占めている｡ そのう

ちの����％を製造業から製造業への輸送 (����％) と製造業から建設業への輸送 (����％) が

占めている｡ 卸売業の割合は全体の�	��％であるが, そのうち製造業と建設業への輸送は
��

％ (製造業��
％, 建設業���％)を占めている｡

表�のデータから, 図	が描かれる｡ この図から, 各産業間の貨物流動量 (物流�重量) の

基本的な動向を視覚的に捉えることができる｡ 製造業間の物流, 製造業と建設業との物流, 製

近 昭 夫

―�
―

図� 産業業種間流動量
(単位�トン, ％)

出所) 『数字でみる物流 ���
』 (日本物流団体連合会)��ページ｡

表� 産業業種間流動量－重量－
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造業と卸売業との物流が大きな割合を占めていることが明瞭に示されている｡

このような傾向を過去に遡って確認するために, ����年以降の�日間調査のデータを, 表�,

�のように整理してみた｡ 表�は上の表�に対応し, 表�は表�に対応している｡

表�の製造業の物流では製造業間 (製造業発・製造業着) の物流 (����年以降の�年毎の各

年の調査で��	�, ��	
, ��	�, ��	�％)と製造業と建設業との (製造業発・建設業着)物流 (同

じく��	�, ��	
, ��	
, ��	�％) の割合が大きい｡ 両者を合わせると, 各調査年に製造業から

の物流の�割近くになる｡

表�でも, 製造業間の物流の割合が大きく (各調査年について��	�, ��	�, ��	�, ��	�％),

次いで製造業と建設業との物流の割合が大きい (同じく��	�, ��	�, ��	�, ��	�％)｡ 両者を合

わせると, 全物流の半分近くになる｡ そして, これらの割合は徐々に増加してきている｡ すな

わち, 全物流において製造業間の物流, 製造業と建設業との物流が大きな割合を占めているが,

その割合はさらに増加する傾向にある｡

運輸業の発達と経済サービス化について

―��―

表� 産業業種間流動量の推移－重量－ (�日間調査)
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��産業連関表データから見た産業間流通

図�に表わされているような産業間の物流の実態は, 産業連関表のデータを利用することに

よって別な面から捉えることができる｡ 上で見た全国貨物純流動調査は貨物輸送量を重量で調

査したものであったが, 産業連関表では (横行に沿って見ると) 運輸業に対する ｢需要｣ と

｢消費｣ で, 言い換える運輸業の取引額 (売上げ高)によって輸送量が把握されている｡

産業連関表のデータを利用するに当って, 産業連関表データを利用して日本経済の再生産構

造を分析している山田喜志夫氏の研究を参考にする (山田喜志夫 『再生産と国民所得の理論』

評論社, ����年, 第�章 ｢再生産と産業連関表｣ を参照)｡ 産業連関表の横行は, 縦列 (中間

投入) に示されている諸産業の生産物の横行の諸産業 (中間需要) と最終需要諸項目への販売

額 (取引額) を示している｡ 云い換えると, 各産業で�年間に生産された生産物が社会的に見

て諸産業, 最終需要諸項目にどれだけ販売されたか (配分されたか)を取引された価額で示し

ている｡ 横行の諸産業と最終需要項目への配分は, 生産手段の補填として使用される部分 (生

産的消費) －つまり生産過程において消費された原材料・中間製品等 (生産財＝生産的消費)

を補填する部分－と, 消費財としてそのまま消費されてしまう部分 (最終需要＝不生産的消費),

および蓄積される部分を表している｡ 物的生産を行う産業 (農業, 製造業, 建設等)への販売・

近 昭 夫
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表� 産業業種間流動量の推移－重量－ (�日間調査)
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配分は生産財としての販売・配分であり, 物的生産を行わない産業, 需要 (商業, サービス業,

家計消費, 政府消費等)への販売は消費財としての販売・配分である｡ このような生産物の社

会的な販売・配分過程において運輸業および通信業がどのような役割を果たしているかを見る

ことがここでの課題である｡

運輸業, 通信業は現行の産業分類では第三次産業に分類され, 経済のサービス化進行の一要

因として考えられている｡ しかし, 産業連関表の運輸業, 通信・放送業の行を横に見ていくと,

運輸業, 通信・放送業の諸産業, 最終需要への販売・配分額のうち生産的産業との取引額はこ

れらの産業における生産財を補填するための輸送のための支出であり, 通信・放送のための支

出である｡ したがって, この場面では, これらの産業は社会的に見て生産的機能を果たしてい

ると考えられる｡ そこで, このような生産的性格をもつ部分を明示するために, ����年以降

の時期について, 産業連関表データを使った分析を試みたい｡

産業連関表 (��部門表)に示されている諸産業のクロスを図�のように整理することにする｡

すなわち, 横行の中間需要の諸産業, 最終需要の諸項目を生産的部門 (生産財の補填)と不生

産的部門 (消費財として消費), 固定資本形成 (一定程度まで蓄積の表示), 輸出および国内総

生産額に分ける｡

運輸業の発達と経済サービス化について
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図� 産業連関表の組み換え
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それぞれの項目は次のように要約・整理した｡

生産的部門

農林水産業

鉱業

製造業

食料品・繊維品等・パルプ・木製品

化学製品, 石油・石炭製品

窯業・土石製品

鉄鋼, 非鉄金属, 金属製品

機械類 (一般機械, 電気機械, 精密機械, その他の工業製品)

建設

電力・ガス・熱供給, 水道・廃棄物処理

不生産的部門

商業

金融・保険, 不動産

運輸

通信・放送

公共サービス (公務・教育, 医療・保健・社会保障・介護, 一般政府消費支出)

対事業所サービス (対事業所サービス, 家計外支出)

対個人サービス (対個人サービス, 民間消費支出)

分類不明 (事務用品, 分類不明)

固定資本形成 (国内総固定資本形成, 在庫純増)

輸出

需要合計 (生産的部門, 不生産的部門, 固定資本形成, 輸出の合計)

国内生産額 (需要合計から輸入, 輸入関税, 輸入商品税を控除したもの)

産業連関表の����年表 (��部門表) のデータを, このような分類によって整理すると表�の

ようになる｡ 生産財は, 別に表��のように整理した結果を再掲してある｡

生産的部門における運輸業の機能は生産財の輸送にあるので, この表では単純に生産財とし

てある｡ 同様に, 不生産的部門における運輸の役割は消費財の輸送にあるので, 消費財として

ある｡ 各表の下欄の運輸�需要合計は, 表を横に読んで, 運輸業, 通信・放送業に対する需要

合計のうちで生産財部門, 消費部門, 等が占める割合 (ウェイト)を示している｡ ����年には,

近 昭 夫
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表� 需要合計における運輸, 通信・放送のウェイト
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運輸業に対する需要合計に占める生産財 (運輸) のウェイトは����％であり, 消費財 (運輸)

のウェイトは����％, 輸出のウェイトは���％であった｡ ここから取引額でみると, 一般に第

三次産業の一部として扱われている運輸業に対する社会的需要のうち, 生産財の輸送に関する

ものが全体の�割近くを占めていることがわかる｡ すなわち運輸業に対する需要 (取引額) の

約�割は, 工場間あるいは遠隔の工場間での原材料あるいは中間製品移動・輸送等を含む, 生

産部門内部での輸送に関わる需要であると考えられる｡

同様に, 通信・放送に対する需要合計における生産財, 消費財, 輸出のウェイトはそれぞれ

�	�	％, �
��％, 	��％であった｡ ここでは, 生産的部門に関わる需要 (取引額)は�割ほどで

あって, 通信・放送業に対する需要の約
割は消費財関連のものであることが示されている｡

�			年の連関表データについて行った計算を�
�	以降�	年ごとの表についても行い, そ

の結果をまとめて表示すると表��, 表��のようになる｡

表 ��から, 運輸業に対する需要合計における生産的部門 (生産財運輸) の占める割合は

�
�	年～�	年代には�割台半ばであったが, それ以降は�割を切るまでに減少してきたこと

が分かる｡ これに対し, 不生産的部門 (消費財運輸)の割合は次第に増加してきている｡ その

中でも, 対個人サービスの割合が約半ばを占めている｡ これは, 宅配便の普及や引越し業者の

近 昭 夫
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表�� 生産財生産と運輸業, 通信・放送業
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増加, それに旅客輸送の増加等を反映しているのであろう｡ 商業, 公共サービス, 対事業サー

ビスの占める割合も徐々に大きくなってきている｡

表��は, 生産的部門 (生産財輸送)の中での各産業の割合を見たものである｡ ここでは建設

の占める割合が最も大きく, ����年には����％を占めている｡ 次に大きい割合をもっている

のは機械類であり����％である｡ これらの�つの産業の割合を合わせると�	��％になり全体

の半分以上になる｡ 食料品等は�
��年までは最も大きな割合を示していたが, �

�年以降は

急減している｡ 鉄鋼等も, 大きくウェイトを減らしている｡

通信・放送業に対する需要でも, ����年には建設の割合が最も大きく���	％である｡ これ

に機械類の���
％を合わせると����％になる｡ ここでも建設, 機械類が突出した立場にある

ことを示している｡
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表�� 生産的部門における運輸業, 通信・放送のウェイト
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おわりに

以上でみたことの要点をまとめて, 本稿のむすびとしたい｡

�. 運輸・通信業における就業者数 (国勢調査) および従業者数 (事業所・企業統計調査)は

����年代の初めにはそれぞれ���万人, ���万人であったが, ����年の国勢調査では���万

人, ����年の事業所・企業統計調査では���万人に増加した (����年には��	万人, ����年

には, �		万人に減少)｡ このような増加は, 第三次産業拡張の一因として捉えられてきた｡

ただし, 全就業者数, 全従業者数に占める割合は近年では約�％で推移している｡ 第三次産業

の就業者数, 従業者数にしめる運輸・通信業のそれらの割合は近年ではそれぞれ約��％, �％

であり, やや減少傾向を示している｡

運輸・通信業は第三次産業に属し, 不生産的部門に属するものとして扱われることが多いが,

その就業者, 従業者の大部分は貨物輸送に従事している｡ (表�, 表�を参照｡)

�. 国内貨物輸送量は高度経済成長期以降, 急速に増加した｡ 輸国土交通省のデータ (｢陸運

統計｣, 『日本物流年鑑』) によると, ��		年から����年の間に輸送トン数では�
�億トンから

	�
�億トンに�
�倍に, 輸送キロトン数では���億キロトンから	����億キロトンに�
�倍増

加した｡ (図�, 図�, 表�を参照｡)

国土交通省 ｢全国貨物純流動調査｣ の年間調査によると, 全国貨物の産業別年間出荷量で最

も大きな割合をしめているのは製造業であり, ���	年 (平成��年) 調査では全出荷量��億�

千�百万トンのうち製造業の出荷額が��
�％を占めていた｡ また, �日間調査の結果によると,

全産業間の物流のなかで製造業と製造業との間の物流が最も大きく, 同じ年の調査では製造業

発－製造業着の物流が全体の��
�％であった｡ 次に大きいのが製造業発－建設業着の物流で

あり, この年には全体の��
�％であった｡ これらを合わせると全物流の半分近くを占めるこ

とになる｡ この傾向は過去に遡っても, 大きく変わっていない｡ すなわち, 全国の物流を輸送

重量でみると, その約��％は工場間ないしの製造業企業間の原材料, 中間製品等の輸送であ

り, 約��％は製造業製品の建設業への建材, 資材等の輸送である, と考えられる｡ (表�, 表

	, 表�, 表�, 表�, 図�, 図	を参照｡) 社会全体としてみると, このような輸送を担う運輸

業は生産的部門内での輸送という生産的活動を遂行していると考えるべきであろう｡

同じく�日間調査によると, ����年の卸売業発の物流の�	
�％は製造業着であり, ��
�％

は建設業着の物流であった｡ この年の物流全体に占める割合はそれぞれ�
�％, �
	％であり,

両者を合わせると�
�％であった｡ したがって, この年の全物流のうち製造業発と卸売業発で

製造業着の物流の割合は��
�％であり, 建設業着の物流は��
�％であった｡ 両方を合わせる

近 昭 夫
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と����％であった｡ (表�, 表�を参照｡) このように物流において, 製造業内部での輸送ある

いは生産財の生産的消費への輸送が大きな割合を占めていることにも注目しておこう｡

��産業連関表データから見ると, �			年には, 運輸業取引額のうち消費財の割合は����％

であったのに対し, 生産的部門内の生産財の取引額の割合は����％であった｡ 同じく, 通信・

放送業のその割合は消費財����％に対し
	�	％であった｡ (表�を参照｡)

生産財輸送のうちでは, 建設業との取引額が最も多く����％であり, 機械類産業との取引

額の割合がそれに次ぎ����％であった｡ 両方を合わせると生産財取引額の過半になる｡ (表
	

を参照｡)

過去の連関表に遡って生産財取引額の割合を見ると, 運輸業における生産財の取引額の割合

は
��	年には����％であったが, その後その割合は次第に小さくなってきていることが分か

る｡ それに対して消費財取引額の割合が次第に増加してきている｡ (表

を参照｡)

運輸業での生産財取引額の中では, 
��	年以降建設業との取引の割合が最も大きく, 年を

追って増加してきた｡ 機械類産業との取引割合も大きく増加した｡ これに対し鉄鋼・非鉄金属・

金属製品, 食料品・繊維製品等の産業ウェイトは大きく減少した｡ (表
�を参照｡)

��以上, 運輸・通信業について輸送重量および取引価額の観点から見てきたが, 一般に第

三次産業の一部, 従って不生産的部門に属するもとして扱われる運輸・通信業も, 社会的分業

の観点から見ると, その一定部分は生産的な活動をしている部分を含んでいることは明らかで

ある｡ したがって, 運輸・通信業の拡張を一般的に経済のサービス化に寄与する要因としての

み扱うことはできないことも明らかである｡

(�		�年�月)
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